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１．河川と洪水、気象の特徴１．河川と洪水、気象の特徴

集中豪雨の発生頻度

●●近年の出水状況事例

Ｈ１６台風２３号 由良川の出水状況（舞鶴市）

Ｈ１７．６梅雨前線

溢水状況（沖縄市）

平常時の比謝川

Ｈ１６台風２３号 洲本川の溢水状況（洲本市）

■■ 日本の河川は、国土の地形的特徴から急勾配で、流速も速く短時間で流下。

■■洪水時の水位は、周辺の土地より高い状況。

■■ 洪水氾濫域に人口の51%、資産の75%が集中。洪水氾濫域人口密度は約1600人/km2で諸外国に比べ突出。

■■ 普段は穏やかな表情を見せる河川も、洪水時には大きく変化し甚大な被害が発生。

■■ さらに近年、局所的な集中豪雨の発生頻度が増加、これまでの記録を超える出水等が頻発。

日本と世界の河川の比較 洪水氾濫域における資産、人口

10% 90%

51% 49%

75% 25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

面積

人口

資産

洪水はん濫域 その他の区域

Ｈ１７台風１４号 球磨川の出水状況（人吉市）

Ｈ１６．７福井豪雨 足羽川の出水状況（福井市）
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２．洪水・地震による被害の特徴２．洪水・地震による被害の特徴

過去の破堤回数（国管理、都道府県等管理河川の合計）

■■ 河川整備の進展にもかかわらず、近年でも集中豪雨等により、各地で破堤等の重大な被害が相次ぎ発生。

■■都市部においては、地下施設への浸水など新たな課題も顕在化。

■■我が国は災害に対して脆弱な国土、自然災害の被害額も諸外国に比べ、非常に多いことが特徴。

■■大規模地震の相次ぐ発生、東海地震、東海・東南海地震、千島海溝・日本海溝地震の発生などの懸念。

0回

10回

20回

30回

40回

50回

S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12

Ｈ１６台風２３号 円山川支川出石川

破堤状況（出石町）

Ｈ１７．３福岡県西方沖地震により

堤防天端にクラックが発生（福岡市）

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ6.0以上の地震回数

世界

945

日本
210（22.2%）

H7～16の合計
防災白書より

Ｈ１６．１０新潟県中越地震により

水門の門柱が破損（長岡市）

Ｈ１６．１０新潟県中越地震により

信濃川の堤防が崩壊（長岡市）

Ｈ１５．７福岡豪雨における地下鉄へ
の浸水状況（福岡市）

※日本の国土面積は、世界の０．２５％
（カッコ内は国土面積）

(1970-2004 構成比)

その他アメリカ ： 7%

ドイツ ： 2%
（36万ｍ2）

フランス ： 2%
（55万ｍ2）

イギリス ： 1%
（24万ｍ2 ）

アメリカ合衆国 ： 22%
（963万ｍ2)

その他アジア ： 31%

日本 ： 15%
（38万ｍ２）オセアニア ： 2%

その他ヨーロッパ

アフリカ ： 2%

ルーベン・カトリック大学災害症害研究センター
（ＣＲＥＤ）資料より作成

自然災害被害額の国際比較

河川局資料



３．河川整備の状況と予算関係３．河川整備の状況と予算関係

■■洪水を安全に流下させるための河川整備は、まだまだ途上段階。

■■厳しい財政事情等により、治水関係事業費も年々減少。

国管理河川の堤防整備率

治水関係予算一般公共事業予算

（国費ベース・兆円）
①災害復旧に係る費用を含んでいない。

②道路関係社会資本住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業等を含む。
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平成17年3月末現在の堤防整備率

５８.４％

100
不要区間延長）（堤防延長－堤防整備

完成堤防延長
堤防整備率（％）＝ ×

注）堤防延長等に関するデータは河川便覧２００４による 国土交通省資料



４．各河川それぞれ異なる特徴４．各河川それぞれ異なる特徴

■■河川の上流部・中流部・下流部、あるいは地形・地質により、その形状・形態は大きく変わり、

異なる特徴を呈する。

■■河道内への土砂堆積の状況、樹木の繁茂状況など、地形・地質等を反映し、地域固有の特性がある。

■■ 市街地化及び周辺地域の開発状況などによっても、河川の表情は千差万別。

大都市を流れる河川

地方都市を流れる河川

荒川下流部 淀川下流部

土岐川中流部 千曲川中流部

山間地域を流れる河川
江の川川内川

土砂の堆積がみられる河川

大和川 斐伊川

河川の形状、形態

河口部に三角州を形成する太田川 堀込河川となっている堀川

山間狭窄部での急流、留萌川 田園地域を緩やかに流れる吉田川

広島市

大阪市此花区墨田区，江東区

大阪市住之江区，堺市

名古屋市中村区

島根県出雲市

北海道留萌市 宮城県大郷町，鹿島台町

鹿児島県湧水町 島根県美郷町

岐阜県多治見市 長野県飯山市



５．出水時の対応５．出水時の対応

臨場感があり、分かり易い情報提供

■■堰、水門・樋門、排水機場など河川管理施設の確実な機能発揮のための体制を構築。

■■きめ細かでリアルタイムな雨量・水位情報及び画像情報を収集、把握。

■■ ＩＴ機器等を活用し、臨場感があり、分かり易い情報を国民へ提供。

・水防警報の実施

・水位予測の実施

・洪水予報の実施

・出水状況の把握、情報提供

レーダ雨量画面

中継局

警報局

気象台

河川事務所

レーダ降雨予測

雨量観測所

水位観測所

雨量局

水位局

警報表示装置 洪水（水位）予測システム

都道府県、市町村、水防団体等との連携による情報提供

出水状況把握

河川管理施設の確実な操作

ＣＣＴＶカメラ映像（動画）

マスコミとの連携

防災情報提供システム
携帯電話による情報提供

「琵琶湖」の水位は洗堰の操作が要 瀬田川洗堰の操作



６．災害発生時の緊急対応６．災害発生時の緊急対応

■■災害発生時、被害を最小化するため、河川管理者と関係機関との連携による緊急対応・活動。

■■災害情報の速やかな把握と的確な緊急対応の危機管理体制を構築。

■■ 緊急対応のための資機材の確保、関係機関との協力体制を構築。

緊急維持
対応

緊急維持
対応

被災状況（揖斐川支川根尾川

：岐阜県大野町） 緊急維持作業状況 緊急維持対策概成

円
山
川

まるやまがわ

円山川

L= １１９m

まるやまがわ

円山川

出
石
川

まるやまがわ

円山川

鋼矢板

破堤状況（円山川：兵庫県豊岡市） 緊急復旧状況 本格的な復旧状況 堤防崩壊状況

（新潟中越地震：信濃川（長岡市））

発見日時：平成16年10月23日20時頃

撮影日時：平成16年10月24日 7時頃

復旧完了日時：平成16年10月26日 0時頃

撮影日時：平成16年10月26日 6時頃

撮影日時：平成16年10月21日 10時頃

復旧完了日時：平成16年10月26日 11時20分頃

撮影日時：平成16年10月26日 12時頃 撮影日時：平成16年11月7日 9時頃

撮影日時：平成14年7月10日 12時30分頃
撮影日時：平成14年7月10日 16時頃 撮影日時：平成14年7月12日 9時頃

国管理河川における破堤箇所の復旧状況
国管理河川における

地震による被災箇所の復旧状況

国管理河川における被災箇所の復旧状況



堤防漏水箇所での対策状況

洪水ハザードマップの作成イメージ洪水ハザードマップの作成イメージ

７．水防団による水防活動及びその支援７．水防団による水防活動及びその支援

■■地元関係市町村職員や住民を中心として構成される水防団。

■■被害の最小化に向けて、水防団による水防活動を排水ポンプ車等資機材を用いて支援。

■■水防団員の減少・高齢化などに対し、共助体制を整え、地域防災力の再構築が必要。

水防団の年齢構成の変化

S48 ・団体数 ： 3,185
・団員数 ：1,167,154
・年齢別構成(S50)：

水防団員の減少と高齢化の進展
亜言う

仏生寺川

排水ポンプ車による内水排除の支援

81% 16%

3%

～３９歳

４０～４９歳

５０歳～

64% 24% 12%

～３９歳

４０～４９歳

５０歳～

H15 ・団体数 ： 3,204
・団員数 ：940,444
・年齢別構成(H14)：

二級河川仏生寺川（富山県氷見市）

信濃川水系新大正川（新潟県田上町）

河川局資料

那賀川での月輪工法による水防活動（徳島県羽ノ浦町）吉野川での釜段工法による水防活動
（徳島県石井町）

堤防漏水の事例



８．災害発生時の緊急対応（８．災害発生時の緊急対応（広域的な広域的な支援）支援）

■■各地で発生する災害に対して、被害を最小化するため、広域的な支援体制を構築。

■■災害対策用資機材の計画的、効率的な配備と関係機関との的確な連携体制を構築。

■■災害情報システムの多重化による必要な情報の収集・提供体制のリダンダンシーを確保。

小型画像伝送装置排水ポンプ車

215台

衛星通信車

53台
照明車

155台

対策本部車

51台

CCTVカメラ

約 5,800基

画像伝送

固定型受信装置
（無線中継所）

多重無線回線・
光ファイバー

可搬型受信装置
衛星通信車

首相官邸

地方整備局・事務所

テレビカメラによる映像

地方自治体

防災センター

本省

災害対策用ヘリコプター

7機

327台

※台数はH17.3末現在
(CCTVは、H16.9現在)



洪水ハザードマップの作成イメージ洪水ハザードマップの作成イメージ

９．河川管理施設の操作９．河川管理施設の操作

■■水門・樋門等の人為的操作により、治水機能を発揮する河川管理施設が多数存在。

■■これらの施設は操作規則等に基づく的確な運用を実施。

■■近年、出水時の浸水被害の発生について、樋門等の操作が問われるケースがある。

樋門等操作の概要

●● 目視による内水位・外水位、流向の把握

●● 内水による浸水状況

樋管 樋門

内水浸水

樋門

本川 　 水位
　水位

支川（内水河川）は、平常時、本川の水位より高い
ため、本川に流れ込みます。門扉も通常開いています。
量水標とは、その地点の水位を目測するために設置した水位標です。

本川
　水位

水位

本川の水位が支川（内水河川）の水位より高く
なると、市街地側に逆流します。

本川
　水位

水位

本川水位が市街地側の水位より高くなった場合、
逆流防止のため閉扉します。

本川側 堤内地側

機側操作盤

量水標 量水標樋門門扉

開閉機

　堤防

　堤防 量水標

堤内地側本川側

開閉機

量水標

機側操作盤

樋門門扉

量水標　量水標

　開閉機 　機側操作盤

　堤防

堤内地側本川側

樋門水路 流向（順流）樋門水路

流向（逆流）樋門水路

門扉を閉める 樋門水路

（大淀川） （千曲川）



洪水ハザードマップの作成イメージ洪水ハザードマップの作成イメージ

１０．確実かつ円滑な避難の確保のための取り組み１０．確実かつ円滑な避難の確保のための取り組み

出前講座による防災教育

■■災害時、関係住民の確実かつ円滑な避難ができるよう、様々な取り組みを実施。

■■的確に住民が避難ができ、自治体が防災活動を行えるよう、浸水想定区域図等防災情報を提供。

■■地域ぐるみの防災教育の支援など、自助、共助、公助のバランスのとれた地域防災力の再構築が必要。

浸水想定区域図の作成及び提供 洪水ハザードマップの作成支援

全河川事務所に災害情報普及支援室
を設置し防災情報の普及を支援

防災ステーションでの水防訓練



１１．ストックの適正な維持管理１１．ストックの適正な維持管理（堰、排水機場、水門等の構造物）（堰、排水機場、水門等の構造物）

河川管理施設数の推移 国管理河川データによる

■■河川管理施設（堰、樋門、排水機場等）の増加と老朽化の進行。

■■老朽化した施設の計画的・効率的な修繕補修(長寿命化)等の実施が必要。

■■河川管理施設の機能の監視・評価及び適切な改善による確実な機能の確保・維持が必要。

機場内部
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施設の損傷状況（S40年完成）
狩野川放水路（沼津市・伊豆の国市）

新潟大堰が受ける波浪（S46年完成：新潟市）

繰り返し衝撃で
戸当り部及び
コンクリート損傷

ポンプ羽車劣化の状況

※堰、水閘門、樋門樋管、排水機場、陸閘門の集計

老朽化した樋門（Ｓ４６年完成）
大和川水系佐保川、奈良県大和郡山市

江戸川水門（江戸川）

行徳可動堰（江戸川）

河川局資料

門柱部ジャンカ

【調査結果】

鉄筋の露出までは進行して
いないが、水分の進入によ
り、今後経年劣化が急速に
進行すると予想される。

平和樋門

操作台下面の鉄筋露出

翼壁部貫通クラック

【調査結果】

ほとんどの主鉄筋、帯鉄筋
の露出及び1mm程度の腐食。

コンクリートも中性化が進行

【調査結果】

翼壁部が、背面土圧によ
り、樋門内部側に傾倒して
くる可能性あり

S１８年完成：江戸川区

S３２年完成：千葉県市川市

筑後川 江口排水機場
（Ｓ３３年完成）佐賀県みやき町

排水機場全景



0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

24
年
25
年
26
年
27
年
28
年
29
年
30
年
31
年
32
年
33
年
34
年
35
年
36
年
37
年
38
年
39
年
40
年
41
年
42
年
43
年
44
年
45
年
46
年
47
年
48
年
49
年
50
年
51
年
52
年
53
年
54
年
55
年
56
年
57
年
58
年
59
年
60
年
61
年
62
年
63
年 1年 2年3年4年5年6年 7年8年9年10
年
11
年
12
年
13
年
14
年
15
年
16
年
17
年

直轄

機構（公団）
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全国

ダム数

4７５

3７３

８２

２０

１２．ストックの適正な維持管理（ダム）１２．ストックの適正な維持管理（ダム）

管理ダム数の推移 国土交通省所管ダム

■■ ダム等の整備水準の進捗による治水・利水機能の発現とゲート等のダム管理施設の計画的な更新の必要性。

■■崩壊しやすい地質条件の地域のダムにおいては、想定を上回る速度で土砂の堆積が進行。

■■ダム管理施設の機能の監視・評価及び適切な改善による確実な機能の確保・維持が必要。

（土師ダム）ダム施設全景

現在も８インチフロッピー
ディスクを使用

ダム管理用制御処理設備の計画的な更新

データの欠測・表示不良・誤表
示等の不具合が発生

ダムへの堆砂土砂の撤去状況

放流管からの漏水状況

放流設備の老朽化状況

取水設備の発錆状況

４７５

３７３

８２

２０

河川局資料



１３．ストックの適正な維持管理（管理延長の長い堤防）１３．ストックの適正な維持管理（管理延長の長い堤防）

■■法河川の延長は、約14万4千ｋｍ（地球の全周約4万kmの3倍以上）、国管理河川と都道府県管理河川などに区分

■■堤防は、安全・安心な生活や社会活動を実現・維持する生命線であり、地域の自然・社会環境，周辺の土地利用

に即してその形態は多様。

■■地域特性に即した効果的・効率的な堤防管理が必要。

多自然型川づくりによる改修（福岡県撥川）

桜づつみモデル事業（新潟県信濃川）

バリアフリーの施設整備（千葉県江戸川）

水辺プラザ（宮城県旧北上川）

ふるさとの川整備事業（山形県泉田川）

親水護岸（広島県太田川）

法河川指定延長

一級河川
二級河川

準用河川

20,015.0km

13.94%

35,988.6km

25.07%

87,562.7km

60.99%

国管理

10,511.4km

7.32%

都道府県管理河川

77,051.3km

53.67%

高規格堤防（大阪府淀川）

河川便覧2004により

河川局作成



１４．ストックの適正な維持管理（堤防点検・施設点検）１４．ストックの適正な維持管理（堤防点検・施設点検）

■■堤防については、日常巡視と出水期前点検，出水後点検を実施し、変状を把握。

■■樋門・樋管・排水機場等の施設については、月点検，年点検により、変状や動作異常を把握。

■■特に昨年、破堤等の災害をうけ、堤防等の緊急点検を行い、要対策箇所について、補修等の対策を実施。

国管理区間の要対策箇所

７０箇所

遠賀川（福岡県飯塚市）

樋管の点検状況

旭川（岡山市）岩木川

堤防の点検状況

護岸の破損
428箇所

亀裂
(のり面、堤防天端)

172箇所

のり面崩れ、
土砂流出
80箇所

河岸洗掘
83箇所

モグラ・猪等による
掘り荒らし
40箇所

その他
67箇所

堤体からの漏水
35箇所

堤体からの漏水
1箇所

モグラ・猪等による
掘り荒らし
8箇所

護岸の破損
17箇所河岸洗掘

8箇所

亀裂
(のり面、堤防天端)

15箇所
のり面崩れ、
土砂流出
26箇所

都道府県管理区間の要対策箇所

９０５箇所

●● 堤防等の河川管理施設の緊急点検結果（平成17年8月）

江戸川（江戸川区）

最上川（山形県高畠町）

吉野川（徳島県吉野川市）

樋門・水門等施設の点検

排水機場の点検

水門の点検

河川局資料



１５．日常管理（１５．日常管理（『『見つける見つける』』））

■■河川は、絶えず変化する自然と人工的な施設から成る複合体。

■■河川の健全性を実現・維持するためには、きめ細やかで継続的な手当て(ケア)が必要。

■■絶え間ない河川巡視は、河川管理施設の品質確保,的確な処方箋の第一歩。

通常巡視通常巡視

●河川管理施設・許可工作物の状況把握

●不法占用、不法使用者への指示・警告

●水面監視、河川敷利用状況等の把握

●河川管理施設・許可工作物の状況把握

●不法占用、不法使用者への指示・警告

●水面監視、河川敷利用状況等の把握

ﾊﾟﾄﾛｰﾙｶｰによる通常巡視

船舶による巡視

機能維持修繕・補修
機能低下
・変化

（時間・外力）
見つける
（巡視、点検、

調査、分析）

現状回復

機動的な改善

相手・モノの特定

評 価
状態変化

注） ：河川管理行為の流れ、 ：河川管理基準の取りまとめに係る論理の流れ

河川敷の利用状況把握 ゴミの不法投棄の監視

堤防の損傷（法面崩れ） 護岸の損傷（洗掘）

発見時

補修後

発見時

補修後

土地形状に対する監視

河川区域内の違法な盛土

水質監視と水質事故対応

堤防や施設の管理、利用者の安全管理など

河道の状態、ゴミ投棄、ホームレス対応、水質管理など

由良川（京都府綾部市） 利根川水系鬼怒川（栃木県河内町）



１６．日常管理（堤防巡視の例）１６．日常管理（堤防巡視の例）

■■ 365日、春夏秋冬絶えず変化する自然と協調しながら、堤防の健全性を診断。

■■生態系等自然環境や河川利用等、多様な要因により、堤防は機能低下する。

■■管理延長の長い堤防の健全性を診断するため、効果的・効率的な堤防巡視が必要。

陥没箇所、法崩れの発見

動物の巣穴（キタキツネ） モグラの穴

堤防の除草作業
除草することにより、堤防の状態を監視しやすくするとともに、表面に根が張り、
流水及び降雨の浸食に強い良好な状態に保つ。

機能維持修繕・補修

機能低下
・変化

（時間・外力）

見つける
（巡視、点検、調
査、分析）

河川利用者による法面の損傷 階段等の設置 河川管理用道路のわだち補修 舗装し、ライフサイクルコスト縮減



１７．日常管理（護岸等の巡視の例）１７．日常管理（護岸等の巡視の例）

■■護岸は、河岸及び堤防を保護して水害を防ぐ根幹的な施設。

■■護岸は、洪水や地震等絶えず様々な外力を受けるので、重要な巡視対象の一つ。

■■護岸の安全性の監視・評価、及び機動的な改善による確実な機能・維持が必要。

防護柵の損傷

河床低下による護岸の根固め損傷
劣化した護岸の補修

防護柵の補修

護岸の経年劣化 護岸の損傷

機能維持修繕・補修

機能低下
・変化

（時間・外力）

見つける
（巡視、点検、調
査、分析）



１８．日常管理（マクロな河道の巡視の例）１８．日常管理（マクロな河道の巡視の例）

■■河道内の土砂等の堆積は、洪水の安全な流下や水門等の機能に影響。

■■河道内の樹木等の著しい繁茂は、洪水の安全な流下への影響の他、偏流を助長し施設の被害にも影響。

■■河床の変化、植生の変化など、河道の状態を的確に把握・評価し、機動的な改善等必要な措置が必要。

河口部の閉塞状況（物部川）

中州に繁茂した樹林（渡良瀬川）

中州に繁茂した樹林の影響により偏流が生じ河岸が被災（雄物川）

平成14年9月 撮影
被災前

平成16年10月 撮影
被災後

護岸の損傷

砂利等の堆積による流下能力低下

排水樋管の堆積土砂撤去

河道内に繁茂した樹林（太田川）

鳥類の糞による景観の変化
（吉井川）

機動的な
改 善評 価状態変化

見つける
（巡視、点検、調
査、分析）



１９．河川調査等基礎情報の蓄積・評価及び点検１９．河川調査等基礎情報の蓄積・評価及び点検
■■洪水, 地震時等いつでも日々多様に変化する河川(自然公物)の健全性(流下能力等)を維持するため、

絶え間ない管理行為の実施。

■■計画的かつ効果的な河川整備(計画)の前提となる基礎資料の収集・備蓄。

■■河川特性に即した効果的・効率的な取り組みによる基礎データの備蓄・評価及び点検が必要。

河川の流量観測

樋管の連通試験

堤防の調査（ボーリング）

定期横断測量 水位計テレメータ数水位計テレメータ数の比較

国管理河川 １０，５１１ｋｍ １，６０２箇所

都道府県管理河川 １１３，０４０ｋｍ ３，１０６箇所

管理延長(H16.4.30)

水位の観測

電気設備の定期的な点検 機械設備の定期的な点検 故障は地域への影響大

排水機場

雨量の観測



２０．河川区域内の利用状況と安全確保２０．河川区域内の利用状況と安全確保

一級河川の河川区域内国有地占用状況

■■散策や水遊びなど、水と緑のふれあいの場として、水辺への期待が大きい。

■■河川本来の水辺の特性を活かした学習の場である、「水辺の楽校」として子供たちも活用。

■■一方、河川敷内でのゴルフ練習やバイク通行など、一般公衆の利用の妨げとなる危険行為への対応。

河川敷内でのゴルフ練習者への指導（荒川）

河川敷道路のバイク通行者への指導（荒川）

水辺の学習空間「水辺の楽校」 カヌーによる水面利用

水辺のオープンカフェ（社会実験）
太田川水系京橋川

子供たちによる堤防法面の利用水辺に集う人々

一級河川指定区間外の
河川区域内面積

高水敷など

 
135,276

普段、水が流

れる所

 
204,537

堤防等敷地

 42,524

河川区域全体

（一級河川指定区間外）

382,338 ha

10,567

4,416

9,203 9,296

1,711
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２１．河川管理上支障となる行為への対応２１．河川管理上支障となる行為への対応

■■河川区域内への不法投棄の増加。

■■大規模出水時等による流木や塵芥などの河川区域内への漂着。

■■不法行為に対する厳正な対応と河川美化に向けた啓発及び地域等との連携強化が必要。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

テレビ
（台）

冷蔵庫
（台）

洗濯機
（台）

ｴｱｺﾝ
（台）

その他の
家電
（台）

自動車
（台）

ｵｰﾄﾊﾞｲ
（台）

自転車
（台）

建設廃材
（ｍ３）

H12年度（4～9月） Ｈ13年度（4～9月） Ｈ14年度（4～9月）

Ｈ15年度（4～9月） Ｈ16年度（4～9月）

洪水により河岸に漂着したゴミ（富士川）

車両進入防止柵の設置

啓発・警告標識設置

河川区域内への不法投棄

河川区域内の野火の発生

洪水により護岸に漂着したゴミ（淀川） 河川区域内の放置船舶（太田川）

国管理河川における不法投棄の経年変化

現状の回復相手・モノの特定状態変化
見つける
（巡視、点検、調
査、分析）

河川局資料



２２．河川管理上支障となる土地の占用及び工作物への対応２２．河川管理上支障となる土地の占用及び工作物への対応

平成１５年のホームレス確認数

■■河川管理上の支障のみならず社会問題化する様々な土地の占用と工作物。

■■河川・地域特性を考慮し、良好な環境の保全と適正な利用が図られるよう、地域との連携が必要。

■■不法行為に対する厳正な対処。施設関係機関との連携による河川区域内のホームレス対策の強化。

ホームレスの住居とゴミの持ち込み

不法な占用及び桟橋設置
（多摩川）

河川区域内の不法農園と警告看板（荒川）

釣り用桟橋の設置（荒川）

河川区域内民地上の不法工作物
（高麗川）

河川内工作物

河川区域内に設置された小屋

不法防球ネットの設置（多摩川）

10,310

5,906

4,360

1,255

3,465

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

都市公園 河川 道路 駅舎等 その他施設

（人）

厚労省調べ
現状の回復相手・モノの特定状態変化

見つける
（巡視、点検、
調査、分析）



２３．河川環境の空間的把握２３．河川環境の空間的把握

■■河川の生物や河川の状況、河川空間の利用実態を把握するため、水辺の国勢調査を実施。

■■河川環境（生物，生息環境）を空間的に把握するため、河川環境情報図を作成。

■■河川特性・利用ニーズに即した河川敷の管理により、多様な形態がみられる。

15,679
(18,852) 18,353 18,018 19,104

1,199

(1,154) 1,384 1,320
1,385

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H3年度 H5,6年度 H9年度 H12年度 H15年度

（万人） 河川 ダム湖

16,878

(20,006) 19,737 19,338
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２４．河川環境（水量、水質、動植物等）２４．河川環境（水量、水質、動植物等）

■■河川を生息生育の場とする動植物等に配慮した良好な河川環境の保全、創出。

■■流水の清潔（水量、水質）の保持のための監視、水質事故等への迅速、的確な対応。

■■関係機関等との連携による、河川における侵略的外来種への対策。（特定外来種法の施行）

ダムの放流により22.7m3/sを増加

発電減水区間の水環境改善

発電による減水の状況（信濃川）

アユの産卵場となっている瀬

アユの産卵状況
砂礫に産卵されたアユの卵

安茂里地先アレチウリ駆除状況

小中学生等の水生生物水質調査水質自動監視装置（信濃川）

オイルフェンス・オイル

マットによる油の吸着

水質事故対応

清掃船による清掃作業（鶴見川） ホテイアオイ除去作業

（紀ノ川：和歌山市）

アレチウリの除去作業



２５．市民団体等との連携２５．市民団体等との連携

■■地域住民の積極的な参画による清掃・美化活動、河川管理施設の安全点検。

■■河川愛護モニター制度やアドプト制度を活用した、良好な河川空間の監視、啓発。

■■地域の財産としての河川への愛着、見守り。

病院前の親水空間創出（神通川）

ソリ遊び

学習空間の創出

ボランティア・サポートプログラムの活用
住民＋自治体＋河川管理者の協働作業

住民参加による水草の除去作業

住民参加による清掃活動

ボランティア団体が参加した清掃活動

流域内のゴミの量が減少

ＮＰＯと連携して作成したゴミマップによる

啓発活動（最上川）

地域住民が参加した施設の安全点検
（重信川）

河川愛護モニター会議（吉野川）

アドプトプログラムによる住民参加
（重信川）



２６．主な水害訴訟の概要２６．主な水害訴訟の概要(1)(1)

訴訟名 訴えの概要 判決の概要

大東水害訴訟 昭和５７年７月の豪雨により、一
級河川谷田川、用排水路が溢水し、
住宅の床上浸水被害について国家
賠償法第二条により損害賠償を求
めた事案

○地裁・高裁判決

谷田川の未改修部分に客観的な安全性の欠如があり、それが物理的、社会的にやむを

得なかったものとは認められないとして、管理瑕疵を肯定。

○最高裁判決

管理瑕疵の判断基準を「過去の水害の規模、降雨状況等自然条件、土地の利用状況等

社会的条件、改修を要する緊急性の有無等諸般の事情を総合的に考慮し、河川管理の

特質に由来する財政的、技術的及び社会的制約のもとでの同種・同規模の河川の管理

の一般水準及び社会通念に照らして是認しうる安全性を備えているかどうか」とし、

原審に差し戻し。

○大阪高裁・最高裁差し戻し判決

最高裁の判決を踏まえ、谷田川等の改修計画並びにその状況に特に不合理な点は認め

られず、同川未改修部分につき早期の改修工事を施工しなければならないと認めるべき

特段の事情はないとし、管理瑕疵を否定。

加治川水害訴訟 昭和４１年の洪水により破堤した
ため、応急的に仮堤防を築造した
が、翌年の豪雨により、当該仮堤
防と前年破堤し復旧した地区の本
堤防が破堤した。これにより被害
を受けた者が、国家賠償法二条に
より損害賠償を求めた事案

○地裁判決

仮堤防としては、旧堤防と同程度の堤高があれば安全性において問題はないとし、

管理瑕疵を否定した。しかし、本堤防については、後背地の重要性、改修工事完成に

至るまでの過渡的安全性を考慮すると、コンクリート張りをしなかった点に瑕疵がある

とされた。

○高裁判決

仮堤防については、地裁判決同様管理瑕疵を否定した。本堤防については、コンクリー

ト張りをされていなくとも管理瑕疵は無いが、河川管理者が水防関係者に対し、余裕高

部分の防護対策に関する指導、助言をしなかった点に瑕疵があるとされた。

○最高裁判決（仮堤防の管理瑕疵について原告上告）

仮堤防については、地裁・高裁判決同様管理瑕疵を否定。



２７．主な水害訴訟の概要２７．主な水害訴訟の概要(2)(2)

訴訟名 訴えの概要 判決の概要

多摩川水害訴訟 昭和４９年９月の台風の影響によ
る豪雨により、多摩川（一級河
川）において、川崎市が管理する
宿河原堰（灌漑用水取水堰）左岸
下流取り付け部護岸が破壊された
のを発端に、迂回流が生じたため
に高水敷が浸食され、家屋流失の
被害を受けた者が、国家賠償法二
条により損害賠償を求めた事案

○地裁判決

河川において通常有すべき安全性とは、許可工作物である当該堰も含めた、河川全体と

して、通常予測される洪水に対しては安全な構造を備えるべきであり、本件における

宿河原堰左岸付近は通常備えるべき安全性を欠いているとし、管理瑕疵を肯定。

○高裁判決

大東水害最高裁判決の管理瑕疵基準は、許可工作物である宿河原堰にも適用されるとし、

同堰や取り付け部護岸の改修工事を実施しない場合において災害発生の予見は困難で

あったとして管理瑕疵を否定。

○最高裁判決

許可工作物（宿河原堰）とこれに接続する河川管理施設（取り付け部護岸等）の改修・

整備に関しては、財政的、技術的及び社会的制約は、河川流域全体の河川管理施設を

改修・整備する場合に比べ相当小さいと考えるべきである。本件河川の有すべき安全性

については、この考え方に基づき、具体的事象に即して審理すべきであるとして原判決

を破棄し、高裁に差し戻し。

○高裁差し戻し判決

宿河原堰や取り付け部護岸等は、本件災害時においては、当時の一般的技術水準から

みて十分安全な構造ではなく、また、遅くとも昭和４６年には災害発生の予測は可能

であったこと、当時の技術的水準、財政的・社会的見地からみても災害を回避する措置

を講じることは可能であったとして、管理瑕疵を肯定。

長良川水害訴訟 昭和５１年９月の台風の影響によ
る豪雨により、一級河川長良川堤
防が決壊し、住宅・農作物に被害
を受けた者が、国家賠償法二条に
より損害賠償を求めた事案

○地裁判決

・安八地区判決：管理瑕疵肯定

・墨俣地区判決：大東水害最高裁判決の管理瑕疵基準に基づき判断し、管理瑕疵を否定。

○高裁・最高裁判決

大東水害最高裁判決の管理瑕疵基準に基づき、堤防の改修の基本となった木曽川上流域

改修計画時には特別不合理な点はなく、また、破堤箇所地盤の問題が破堤の原因であっ

たとしても、特段の措置を講じないことが河川管理の瑕疵に当たるとはいえないとして、

管理瑕疵を否定した。



道路・公園等 家電、自動車等河川・海浜等

・それ自体は自然状態であ
るが、関連する個別の管理
施設（水門等）は経年的に
劣化し、更新・補修が必要
である。

・それ自体は自然状態であ
るため、状態管理はある程
度可能だが、精度管理の対
象とはなりにくい。

・状態が経年的に劣化する
ため、更新、補修等による
状態管理が必要である。

・管理精度は、施設の特性
によるが、数センチ～数十
センチが一般的である。

・状態が経年的に劣化し、
償却資産として一定期間の
後に廃棄・再利用される。

・管理精度は、製品及び構
成する部品により異なるが、
数ミリからマイクロ、ナノと
いった高精度管理のものも
多い。

・それ自体は自然状態であ
るため、気象・水象により大
きく変化し、管理者による管
理施設の状態の維持が重要
である。

・人工物であることから、安
全な状態を維持することが
管理者の責任として明確で
ある。

・製造者、使用者による品質
管理、性能管理が前提であ
ることから、製造者、使用者
の責任が明確である。

実
態
上
の
特
性

管
理
上
の
特
性

類
型

法
的
性
格

・公共用物（直接に一般の自
由な使用に供される）

・自然公物（自然の状態で既
に公共の用に供される実態
を備えている）

・公共用物（直接に一般の自
由な使用に供される）

・人工公物（人工的に手を加
えて公共用物としての実態
を備えた後、供用開始行為
により公物となる。）

・公物ではなく、私物である。

２８．２８．【【参考参考】】管理対象としての河川特性管理対象としての河川特性



災害対策基本法
国民保護法

（武力攻撃事態等における国民の
保護のための措置に関する法律）

水防法類
型

法
目
的

国
民
の
責
務

地
方
公
共
団
体

の
責
務

国
の
責
務

洪水又は高潮に際し、水災を警戒し、防ぎょし、
及びこれに因る被害を軽減し、もって公共の安
全を保持する

国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害
から保護するため、防災に関し、国、地方公共
団体及びその他の公共機関を通じて必要な体
制を確立し、責任の所在を明確にするとともに、
防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、災
害復旧及び防災に関する財政金融措置その他
必要な災害対策の基本を定めることにより、総
合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を
図り、もって社会の秩序の維持と公共の福祉の
確保に資する

武力攻撃事態等において武力攻撃から国民の
生命、身体及び財産を保護し、並びに武力攻撃
の国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小
となるようにすることの重要性にかんがみ、これ
らの事項に関し、国、地方公共団体等の責務、
国民の協力、住民の避難に関する措置、避難住
民等の救援に関する措置、武力攻撃災害への
対処に関する措置その他の必要な事項を定め
ることにより、国全体としての万全の態勢を整備
し、もって武力攻撃事態等における国民の保護
のための措置を的確かつ迅速に実施する。

国民の安全を確保するため、武力攻撃事態等
に備えて、あらかじめ、国民の保護のための措
置の実施に関する基本的な方針を定めるととも
に、武力攻撃事態等においては、その組織及び
機能のすべてを挙げて自ら国民の保護のため
の措置を的確かつ迅速に実施し、又は地方公
共団体及び指定公共機関が実施する国民の保
護のための措置を的確かつ迅速に支援し、並び
に国民の保護のための措置に関し国費による
適切な措置を講ずること等により、国全体として
万全の態勢を整備する。

国があらかじめ定める国民の保護のための措
置の実施に関する基本的な方針に基づき、武力
攻撃事態等においては、自ら国民の保護のため
の措置を的確かつ迅速に実施し、及び当該地
方公共団体の区域において関係機関が実施す
る国民の保護のための措置を総合的に推進す
る。

国民の保護のための措置の実施に関し、協力
を要請されたときは、必要な協力をするよう努め
る。

国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害
から保護する使命を有することにかんがみ、組
織及び機能の全てをあげて防災に関し万全の
措置を講ずる。

災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本
となるべき計画を作成し、及び法令に基づきこ
れを実施するとともに、地方公共団体、指定公
共機関、指定地方公共機関等が処理する防災
に関する事務又は業務の推進とその総合調整
を行い、及び災害に係る経費負担の適正化を図
る。

当該地方公共団体の地域並びに当該地方公共
団体の住民の生命、身体及び財産を災害から
保護するため、関係機関及び他の地方公共団
体の協力を得て、当該地方公共団体の地域に
係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基
づきこれを実施する。

自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、
自発的な防災活動に参加する等防災に寄与す
るように努める。

市町村は、その区域における水防を十分に果た
すべき責任を有する。

都道府県は、その区域における水防管理団体
が行う水防が十分に行われるように確保すべき
責任を有する。

※「居住者等の水防義務」として、「水防のため
やむを得ない必要があるときは」水防に従事す
る義務を規定している。

※国土交通大臣が行うべき事項は個々に規定
されているが、明示的な国の責務規定はない。

２９．２９．【【参考参考】】危機管理にかかる関連法危機管理にかかる関連法


